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平成30年９月14日（金）
環境省環境再生・資源循環局

総務課 リサイクル推進室

環境省の食品ロス削減の取組

資料４



○ 平成27年度では、我が国全体で約2,800万トンの食品残さが発生。このうち「食品ロス
」が約646万トン発生している。
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食品廃棄物等の利用状況等（平成27年度推計）＜概念図＞

有価物

※大豆ミール、ふすま等

1,013万トン

食品リサイクル法における
再生利用：1,426万トン
うち飼料化向け：1,059万トン
うち肥料化向け：249万トン
うちエネルギー化等向け：117万トン

食品リサイクル法における
熱回収：43万トン

食品リサイクル法における
減量：197万トン

焼却・埋立等：344万トン

焼却・埋立：776万トン

再生利用：56万トン
（肥料化・メタン化等向け）

事業系廃棄物

800万トン

食品リサイクル法における食品廃棄物等

０

廃棄物処理法における
食品廃棄物

家庭系廃棄物

832万トン
うち可食部分と考えられる量

食べ残し、過剰除去、
直接廃棄

289万トン

食
品
資
源
の
利
用
主
体

① 食品関連事業者

・食品製造業

・食品卸売業

・食品小売業

・外食産業

②一般家庭

事業系廃棄物

＋

有価物

2,010万トン

食用仕向量 8,29１万トン
粗食料＋加工用

うち可食部分と考えられる量
規格外品、返品、
売れ残り、食べ残し

357万トン

資料：・「平成27年度食料需給表」（農林水産省大臣官房）

・「食品廃棄物等の発生量及び再生利用等の内訳（平成27年度実績）｣(農林水産省統計部)

・事業系廃棄物及び家庭系廃棄物の量は、「一般廃棄物の排出及び処理状況、産業廃棄物の排出及び

処理状況」（環境省）等を基に環境省において推計

・「平成29年度食品循環資源の再生利用等に関する実施状況調査等業務報告書」（環境省請負調査）

注： ・事業系廃棄物の「食品リサイクル法における再生利用」のうち「エネルギー化等」とは、食品リサイクル法で

定めるメタン、エタノール、炭化の過程を経て製造される燃料及び還元剤、油脂及び油脂製品の製造である。

・ラウンドの関係により合計と内訳の計が一致しないことがある。

食品由来の廃棄物等

2,842万トン

うち可食部分と考えられる量

646万トン
※いわゆる「食品ロス」



＜第４次循環型社会形成推進基本計画＞（抜粋）

５．国の取組
５．３ ライフサイクル全体での徹底的な資源循環
５．３．２ バイオマス（食品・木など）

〇 家庭から発生する食品ロスについては、これを2030年までに半減するべく、自治体、事業者等が協力して、食品ロスの削
減に向けた国民運動を展開し、食品ロス削減に関する国民意識の向上を図るとともに、使い切れる量の食品を購入するこ
と、残さず食べ切ること、未利用食品を有効活用することなど、家庭において食品の購入や調理等の際の具体的な行動の
実践を促進する。

〇 家庭以外から発生する食品ロスについては、SDGsを踏まえた目標を検討するとともに、個社での解決が難しいフード
チェーン全体での非効率を改善するための商習慣の見直しの促進、「3010運動」など宴会時の食べ残しを減らす自治体主
導の取組の促進、最新の技術を活用した需要予測サービスの普及、食品関連事業者の製造・流通段階で発生する未利
用食品を、必要としている人や施設が活用できる取組の推進、その他食品ロス削減のための取組の展開等を実施し、製
造から流通、消費までの各段階における食品ロス削減の取組を加速化する。

〇 食品ロスの削減に係る取組の実施及びその進捗の評価に当たっては、その基礎情報として、国内で発生する食品ロスの
量を的確に把握することが重要であることから、自治体による食品ロス発生量の調査を支援するとともに、これによって得
られたデータ等を基に、食品ロス発生量に係る推計値の精緻化を行う。

○ 循環型社会形成推進基本法に基づく「循環型社会形成推進基本計画」について、
今年６月に新計画を閣議決定。

○ 新計画では、SDGsを踏まえた家庭系の食品ロス削減目標（家庭から発生する食品
ロスを2030年度までに半減）を含めるとともに、事業系の食品ロス削減目標につい
ては、「今後、食品リサイクル法の基本方針において設定」することを記載。

家庭系食品ロス削減目標の設定
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家庭
事業者 その他

（学校給食）製造 卸・小売 外食

調査

普及
啓発

その他

食品ロス削減に関する自治体への支援
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食品ロス調査
実施支援

食品ロス削減全国大会

取組マニュアルの策定

研修会の開催

実施中の取組 実施予定の取組

ホームページの作成

普及・啓発資材の提供

モデル事業

○ 食品ロスへの関心の高まり、循環計画における食品ロス削減目標の設定を受け、食品
ロス削減に向けた自治体支援を強化。

3010運動すぐたべくん食ロスダイアリー

学校給食マニュアル



食品ロス調査実施支援

○ 食品ロスの発生量を調査している市町村数
平成25年度：49市町村（実績）→平成30年度までに200市町村（目標）

○ 支援対象市区町村
平成29年度：15市区町村、平成30年度：15市区町村（今年度の応募は締切）

○ 支援内容
調査にかかる金額上限50万円
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財政的支援

○ 家庭系廃棄物から厨芥類を分類し、含まれる食品ロスを把握する方法について手順
書を作成するとともに動画で解説（http://www.env.go.jp/recycle/food/post_5.html）

技術的支援

「実施計画の検討」、「調査の実施」、「結果の
とりまとめ」の３つに分けて解説。合計約15分

調査の実施方法について
写真付きで詳細に紹介

http://www.env.go.jp/recycle/food/post_5.html


家庭系食品ロスの発生状況の把握のためのごみ袋開袋調査手順書
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普及啓発資材の提供（食品ロスダイアリー）

出典：神戸市資料より

○ 先行事例によると、その日に発生した食品ロスの量等について日記形式で記録するだけ
で、家庭からの食品ロス量の削減効果があることが明らかに。

○ 全国の自治体でダイアリー事業を実施できるよう、ダイアリーのひな型を作成・提供予定。

その日に発生した食品ロスについて、
・品目及び量
・捨てた理由
・どうすれば捨てずにすんだか

等について記載し、食品ロスの発生状況及びその回避のための方策について認識してもらう

ダイアリーをつけるだけで、削減効果を確認

出典：神戸市資料より



自治体等

環境省×市町村等バージョン

自治体等

環境省単独バージョン

ダウンロード先QRコード

市町村等単独バージョン

○ 「すぐに食べる」商品については、賞味期限や消費期限が長い商品を選択的に購入するの
ではなく、陳列順に購入することが挙げられる。

○ 地方自治体が消費者に対してこのような消費行動を促す際に活用可能な啓発キャラクター
「すぐたべくん」を作成、公表。

○ 所定の場所に、地方自治体の名前等を入れ、独自の資材として活用可能。

普及啓発資材の提供（すぐたべくん）
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＜ダウンロード用ＨＰ＞
http://www.env.go.jp/recycle/food/post_30.html



第１回食品ロス削減全国大会の開催

平成29年10月30日、31日に第１回食品ロス削減全国大会～広げよう30・10inまつもと～を長野県松本市において開催（
主催：全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会、共催：環境省、農水省、消費者庁）。
30日には全国の自治体、食品関連の企業・団体関係者や多くの松本市民の皆さまとともに、食品ロス削減への決意を全
国へ発信した。31日には自治体向けの研修会を行った。参加者は約800名（約100自治体が参加）であった。次回大会
は、今年（平成30年）の10月30日に京都市で開催予定。

オープニング

トークショー＆ミニ講
演元大関の把瑠都さん、食育インストラクターの和田明日香さんをゲストに招き、ご自身の体験を交え、食品
ロスについてトークショーを行った。話題は把瑠都さんの祖国エストニアのこと、昨今広まりつつあるフード
ドライブのことなど多岐にわたり、和田さん自作の食品ロス削減に資するレシピで作った料理を把瑠都さんが
試食する一幕もあった。トークショーの最後には、会場が一体となり、「食品ロスを減らそう！」と力強く宣
言を行った。
ミニ講演では、気象予報士の菊池真以さんから、天候の長期予報を踏まえて製造量を調節し、食品の廃棄量

を減らす企業の取組など、気象と食品ロスの関連についての講演が行われた。

パネルディスカッショ
ンパネルディスカッションでは、パネリストから、それぞれの立場で取り組んでいる食品ロス削減の内容につ
いて報告があり、議論を行った。最後に、「10月30日を食品ロス削減の日にし、食品ロス削減の活動を広めて
いく契機とする」ということを会場の参加者と共有し、閉会した。

菅谷松本市長が「食品ロス削減の取組を各主体が共有する、有意義な日にしたい」と開会のあいさつをし、伊藤
環境副大臣、長野県の中島副知事より祝辞を行った。
その後、開催自治体である松本市が、これまでの食品ロス削減の取組について発表した。

自治体向け研修会

10月31日（２日目）

10月30日（１日目）

２日目は、環境省・消費者庁・農林水産省から食品ロス削減に関する動向等についての情報提供を行ったほ
か、３グループに分かれて意見交換を行った。
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第２回、第３回食品ロス削減全国大会

第２回全国大会を京都府京都市で開催

期日：平成３０年１０月３０日(火)13時00分～18時00分
場所：京都大学百周年時計台記念館

主催：京都市、全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会
共催：環境省、農林水産省、消費者庁

第３回全国大会開催地は

第２回全国大会で発表
詳しくは全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会

ホームページにて
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平成29年度モデル事業の概要

＜山梨県甲府市＞ 「小学校給食の残菜の堆肥化、環境教育、食育による食品ロス削減への取組」
･ 給食支援員による残食量調査や残食を減らすことの呼びかけの実施による食べ残しの削減
・ しんぶんコンポストキットを使った堆肥化体験、学校敷地内に設置した生ごみ処理機による液肥化などの食
品残さの有効活用

・イベントの開催（「学んで・減らそう！食品ロス」、「親子料理教室」）、食品ロス問題啓発教材の作成、配付な
どの啓発活動の実施

＜京都府宇治市＞ 「食べきり 広げよう ゼロの輪～あなたの行動が削減への成功～」
・全小学校に向けて、継続的な意識付けを図るため、給食に関する新聞や動画の作成、配布
・モデル校において、配膳を素早く終わらせることで喫食時間を長くする準備時間短縮の取組、食べ物を食べ
きる大切さやクラスの食べ残し量などを説明する学習会、児童と一緒に給食を食べながら談話する交流会
を実施

・嫌いなものを美味しく食べることができる「食べきりレシピ」の作成、親子料理教室の実施
・市民向けの啓発イベント「食べきりフェスタ」の実施

99

学校給食モデル事業

○環境省では、学校給食からの食品ロス削減・リサイクルのモデル的な取組を行う市町村を支援
するため、「学校給食の実施に伴い発生する廃棄物の３Ｒ促進モデル事業」を実施。

○平成27年度は３件（北海道札幌市、長野県松本市、岐阜県恵那市）、平成28年度は２件（京都
府宇治市、千葉県木更津市）、平成29年度は２件（山梨県甲府市、京都府宇治市）のモデル事
業を実施。



学校給食マニュアル

マニュアル掲載URL
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○ これまでのモデル事業の結果に基づいて、「自治体職員のための学校給食の食べ残しを
減らす事業の始め方マニュアル」を作成。

取組による効果を推計可能

事業実施までの流れや、必要なコスト、
自治体内での役割分担について分か
りやすく解説



その他の取組
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○ 企業、行政、消費者、ＮＧＯなど、食品ロスの関係者が、食品ロスに関する情報を必要な時
に入手できるよう、関連情報を一元的に取りまとめたホームページを作成予定。

○ 国内外の最新の検討状況、食品ロスの発生量調査、削減対策事例など、自治体担当者が
参考となる情報についても取りまとめる予定。

ホームページの作成

○ 毎年１回、全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会と協力して、地方自治体の担当者
向けの研修会（食べきり塾）を開催し、食品ロス削減に係る最新の国内外の情報を提供予定。

研修会の開催

○ 「食品ロス削減のための施策バンク」（全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会）の中
から、汎用性・独自性・効果等の観点から他の自治体の参考となる取組をマニュアル化して
公表

取組マニュアルの策定



平成25年度予算
○○百万円

2019年度要求額
99百万円（70百万円）

食品廃棄物等リデュース・リサイクル推進事業費

我が国では食品リサイクル法（平成12年法律第116号）に基づき食品廃棄物のリサイ
クルが進められている。食品廃棄物のリサイクル率は、法制定時に比べて改善（37％
→85％）されたものの近年横ばい傾向にあり、更なるリサイクルの促進に向けた対策
が必要。その際、過去の食品廃棄物の不正転売事案を踏まえつつ、食品廃棄物の適
正処理に継続的に取り組んでいく必要がある。

一方で、本来食べられるにも関わらず捨てられる食品ロスに関しては、環境・経済・福
祉等の様々な観点から国内外で注目されてきている。国際的には、国連持続可能な開
発目標（SDGs）のターゲットの１つに食品ロスの削減が掲げられている。国内では、平
成30年６月に食品ロス削減推進法案（仮称）が成立しただけでなく、第４次循環型社会
形成推進基本計画（平成30年６月19日閣議決定）にも削減目標が掲げられた。食品ロ
ス削減のためには、国民一人ひとりに食品ロスについて周知を図る必要があるが、そ
の際に地方自治体が果たす役割が大きい。他方で、自治体等の中には、食品ロスの
削減に係る取組に充てられる予算・人員が限られている自治体もある。

背景・目的

１．食品リサイクル法に基づく安全・安心な３R促進事業 29,439千円(29,439千円)
○ 食品リサイクルが進んでいない地域においてその原因を明らかにするとともに、国、

自治体、食品関連事業者及び再生利用事業者等が実施可能な対策について検討
する。また、再生利用事業者による食品リサイクルの効率化に係る工夫等について
調査し、結果を関係者間で共有することで、食品リサイクルの促進を図る。

○ 食品関連事業者及び再生利用事業者等向けのセミナーを開催するなどして食品廃
棄物処理に係るマッチングを図る。

○ 食品関連事業者及び登録再生利用事業者等への指導を継続的に実施する。

２．地域力を活かした食品ロス削減等促進事業 69,207千円(32,263千円)
○ 地方自治体の家庭系食品ロスの排出実態調査及び削減計画策定を支援する。
○ 地方自治体向けの食品ロス削減マニュアル及び地方自治体が活用可能な普及啓

発資材を作成し、提供することで、地方自治体による食品ロス削減対策を促進する
。

○ 学校給食から排出される食品廃棄物の３Rの実施及び当該３Ｒの取組を題材とした
食育・環境教育活動の実施等について、地方自治体を支援する。

○ 食品ロスに係るHPを整備するとともに食品ロス削減全国大会を開催するなどして、
全国規模での普及啓発を行い、消費者の間での食品ロスに関する認知度の向上を
図る。

事業概要

期待される効果

事業スキーム

環境省
（施策の検討）

請負事業者

調査の請負発注

成果の報告

・食品廃棄物の適正処理と食品リサイクルの促進の同時達成
・日本全体での効果的・効率的な家庭系食品ロスの削減

イメージ

対策パッケージの提供

地方自治体

HP、全国大会を
通じた普及啓発

優良事例

効率化に係る
工夫の情報提供

• リサイクル事業化
阻害要因調査

• マッチングの実施

食品廃棄物

飼料・肥料

野菜等

食品リサイクルの促進
（リサイクルループの形成）

食品ロスの削減

事業者消費者

地元ネットワークを活用
した普及啓発

食品ロスの削減
（SDGs達成・循環計画目標達成等）

平成25年度予算
○○百万円

2019年度要求額
99百万円（70百万円）

食品廃棄物等リデュース・リサイクル推進事業費

我が国では食品リサイクル法（平成12年法律第116号）に基づき食品廃棄物のリサイ
クルが進められている。食品廃棄物のリサイクル率は、法制定時に比べて改善（37％
→85％）されたものの近年横ばい傾向にあり、更なるリサイクルの促進に向けた対策
が必要。その際、過去の食品廃棄物の不正転売事案を踏まえつつ、食品廃棄物の適
正処理に継続的に取り組んでいく必要がある。

一方で、本来食べられるにも関わらず捨てられる食品ロスに関しては、環境・経済・福
祉等の様々な観点から国内外で注目されてきている。国際的には、国連持続可能な開
発目標（SDGs）のターゲットの１つに食品ロスの削減が掲げられている。国内では、第
４次循環型社会形成推進基本計画（平成30年６月19日閣議決定）にも削減目標が掲げ
られただけでなく、国会でも、食品ロス削減の推進に係る法律の制定に関する議論が
なされており、臨時国会又は次の通常国会において審議がなされる見通しである。食
品ロス削減のためには、国民一人ひとりに食品ロスについて周知を図る必要があるが
、その際に地方自治体が果たす役割が大きい。他方で、自治体等の中には、食品ロス
の削減に係る取組に充てられる予算・人員が限られている自治体もある。

背景・目的

１．食品リサイクル法に基づく安全・安心な３R促進事業 29,439千円(29,439千円)
○ 食品リサイクルが進んでいない地域においてその原因を明らかにするとともに、国、

自治体、食品関連事業者及び再生利用事業者等が実施可能な対策について検討
する。また、再生利用事業者による食品リサイクルの効率化に係る工夫等について
調査し、結果を関係者間で共有することで、食品リサイクルの促進を図る。

○ 食品関連事業者及び再生利用事業者等向けのセミナーを開催するなどして食品廃
棄物処理に係るマッチングを図る。

○ 食品関連事業者及び登録再生利用事業者等への指導を継続的に実施する。

２．地域力を活かした食品ロス削減等促進事業 69,207千円(32,263千円)
○ 地方自治体の家庭系食品ロスの排出実態調査及び削減計画策定を支援する。
○ 地方自治体向けの食品ロス削減マニュアル及び地方自治体が活用可能な普及啓

発資材を作成し、提供することで、地方自治体による食品ロス削減対策を促進する
。

○ 学校給食から排出される食品廃棄物の３Rの実施及び当該３Ｒの取組を題材とした
食育・環境教育活動の実施等について、地方自治体を支援する。

○ 食品ロスに係るHPを整備するとともに食品ロス削減全国大会を開催するなどして、
全国規模での普及啓発を行い、消費者の間での食品ロスに関する認知度の向上を
図る。

事業概要

期待される効果

事業スキーム

環境省
（施策の検討）

請負事業者

調査の請負発注

成果の報告

・食品廃棄物の適正処理と食品リサイクルの促進の同時達成
・日本全体での効果的・効率的な家庭系食品ロスの削減

イメージ

対策パッケージの提供

地方自治体

HP、全国大会を
通じた普及啓発

優良事例

効率化に係る
工夫の情報提供

• リサイクル事業化
阻害要因調査

• マッチングの実施

食品廃棄物

飼料・肥料

野菜等

食品リサイクルの促進
（リサイクルループの形成）

食品ロスの削減

事業者消費者

地元ネットワークを活用
した普及啓発

食品ロスの削減
（SDGs達成・循環計画目標達成等）


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13

